
12月６日から10日までの日程で開催された12月議会定例会。
７案件が全会一致で原案通り可決されました。

　令和３年第４回町議会定例会が、12月６日から10日
までの日程で開催され、「令和３年度一般会計補正予
算」や各特別会計補正予算など７の案件が、全会一致
で原案通り可決されました。
　今月号では、定例会初日に行われた渡邉町長の行政
報告を抜粋して紹介します。

町
長
行
政
報
告

秋
田
ホ
ー
セ
社
・マ
ー
レ
社
の

閉
鎖
に
伴
う
支
援
を
継
続

７
月
20
日
で
閉
鎖
と
な
っ
た
秋
田
ホ
ー

セ
株
式
会
社
の
町
内
２
工
場
に
つ
い
て

は
、同
社
を
離
職
さ
れ
た
皆
さ
ま
に
対
し
、

９
月
22
日
に
広
域
五
城
目
体
育
館
で
県
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
秋
田
及
び
当
町
な
ど
の
共

催
に
よ
る
合
同
就
職
面
接
会
を
開
催
し
て

お
り
ま
す
。
当
日
は
求
人
希
望
の
あ
る
24

事
業
者
が
参
加
し
、
離
職
さ
れ
た
方
の
う

ち
39
人
が
再
就
職
を
目
指
し
、
事
業
者
と

の
面
談
に
臨
ん
で
い
ま
す
。

ま
た
、
本
社
工
場
跡
は
、
工
場
の
設
備

を
利
用
し
、「
秋
田
ホ
ー
セ
株
式
会
社
エ

ド
ウ
ィ
ン
ベ
ー
ス
」
と
し
て
９
月
10
日
か

ら
再
稼
動
し
、
同
社
に
勤
務
し
て
い
た
22

人
が
雇
用
さ
れ
て
い
ま
す
。
大
川
工
場
跡

は
、
井
川
町
に
本
社
が
あ
る
「
株
式
会
社

ア
イ
セ
ス
」
が
倉
庫
と
し
て
取
得
さ
れ
、

今
後
、
事
業
の
拡
大
を
検
討
し
て
い
る
と

の
報
告
を
受
け
て
い
ま
す
。

マ
ー
レ
エ
レ
ク
ト
リ
ッ
ク
ド
ラ
イ
ブ
ズ

ジ
ャ
パ
ン
株
式
会
社
に
つ
い
て
は
、
10
月

末
日
を
も
っ
て
閉
鎖
と
な
っ
て
お
り
、
11

月
か
ら
は
、
男
鹿
市
の
「
武
藤
電
子
工
業

株
式
会
社
」
が
工
場
の
一
部
を
利
用
し
、

19
人
を
雇
用
し
、
事
業
の
一
部
を
引
き
継

い
で
い
ま
す
。

今
後
も
引
き
続
き
、
秋
田
ホ
ー
セ
社
及

び
マ
ー
レ
社
を
離
職
さ
れ
、
求
職
し
て
い

る
方
を
対
象
と
し
た「
合
同
就
職
面
接
会
」

を
県
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
秋
田
な
ど
と
連
携

し
て
開
催
し
、
離
職
者
に
対
す
る
支
援
を

行
っ
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

新
型
コ
ロ
ナ
支
援
対
策
と
し
て

10
事
業
を
実
施

国
内
の
感
染
者
数
は
、
ワ
ク
チ
ン
接
種

が
進
ん
で
き
た
こ
と
な
ど
か
ら
低
水
準
で

推
移
し
て
お
り
、
飲
食
、
イ
ベ
ン
ト
な
ど

に
お
け
る
行
動
制
限
が
緩
和
さ
れ
て
き
た

と
こ
ろ
で
す
が
、
新
た
な
変
異
株
「
オ
ミ

ク
ロ
ン
株
」
の
感
染
が
確
認
さ
れ
た
こ
と

か
ら
水
際
対
策
が
強
化
さ
れ
て
い
る
と
こ

ろ
で
す
。

県
内
に
お
い
て
は
、
10
月
の
感
染
警
戒

レ
ベ
ル
引
き
下
げ
以
降
、
感
染
者
数
ゼ
ロ

が
続
く
な
ど
に
よ
り
、
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

基
準
を
見
直
す
と
と
も
に
、
今
後
、
感
染

が
拡
大
し
た
場
合
で
も
「
ワ
ク
チ
ン
・
検

査
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
を
活
用
し
て
制
限
が
緩

和
で
き
る
よ
う
準
備
を
進
め
て
い
く
こ
と

と
し
て
お
り
ま
す
。

町
と
し
て
は
、
県
の
方
針
を
踏
ま
え
つ

つ
、
新
た
な
変
異
株
の
感
染
状
況
を
注
視

し
、
基
本
的
な
感
染
防
止
対
策
を
引
き
続

き
徹
底
し
て
い
き
ま
す
。

ま
た
、
町
で
は
、
こ
れ
ま
で
、
国
・
県

の
経
済
対
策
及
び
町
独
自
の
支
援
対
策
と

し
て
10
の
事
業
を
行
っ
て
き
た
と
こ
ろ
で

あ
り
、
そ
の
進
捗
状
況
は
お
お
む
ね
順
調

で
す
。

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
に
関
す
る

教
員
研
修
等
を
実
施

本
年
度
は
「
教
育
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
元
年
」
と

し
て
、
授
業
で
の
効
率
的
な
活
用
や
家
庭

学
習
へ
の
活
用
、
不
登
校
児
童
・
生
徒
の

学
習
へ
の
活
用
な
ど
が
で
き
る
よ
う
に
す

る
た
め
の
体
制
整
備
を
進
め
て
い
ま
す
。

９
月
以
降
の
取
り
組
み
状
況
と
し
て

は
、
教
員
の
指
導
力
向
上
の
た
め
に 

「
タ

ブ
レ
ッ
ト
と
電
子
黒
板
の
活
用
方
法
の
研

修
会
」を
実
施
し
た
ほ
か
、セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

に
関
す
る
基
本
方
針
や
対
策
基
準
の
策
定

を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。
ま
た
、
子

ど
も
た
ち
に
デ
ジ
タ
ル
端
末
の
正
し
い
利

用
法
や
情
報
モ
ラ
ル
の
指
導
を
徹
底
し
て

い
く
ほ
か
、
専
門
家
に
よ
る
「
Ｇ

ギ
　ガ
Ｉ
Ｇ
Ａ

ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
」
が
、
授
業
面
や

ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
面
で
の
支
援
を
行
っ
て

お
り
ま
す
。

現
在
Ｉ
Ｃ
Ｔ
教
育
（
注
）
は
、
そ
の
必
要

性
が
増
し
て
き
て
お
り
ま
す
。
ど
の
よ
う

に
使
え
ば
よ
り
効
果
的
な
の
か
を
考
え
、

教
科
の
特
性
に
応
じ
た
使
い
方
を
し
て
ま

い
り
ま
す
。

朝
市
定
期
出
店
者
の

資
格
取
得
を
支
援

食
品
衛
生
法
の
改
正
に
伴
い
、
朝
市
定

期
出
店
者
の
方
々
の
う
ち
、
食
品
を
仕
入

れ
て
販
売
す
る
方
な
ど
は
保
健
所
へ
の
営

業
届
出
が
必
要
と
な
り
、「
食
品
衛
生
責

任
者
」
の
資
格
取
得
が
求
め
ら
れ
る
こ
と

と
な
っ
た
た
め
、
11
月
18
日
に
開
催
さ
れ

た 

「
食
品
衛
生
責
任
者
養
成
講
習
会
」
へ

出
店
者
29
人
が
参
加
し
資
格
取
得
を
終
え

て
お
り
、
引
き
続
き
食
品
販
売
が
可
能
と

な
っ
て
お
り
ま
す
。

出
店
者
に
は
、
今
後
も
歴
史
あ
る
朝
市

の
存
続
に
ご
協
力
を
い
た
だ
き
、
町
も
支

援
を
継
続
し
朝
市
の
繁
栄
に
尽
力
し
て
い

き
ま
す
。

12
月
議
会
定
例
会
で

可
決
さ
れ
た
主
な
議
案

◆
令
和
３
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影

響
に
よ
り
中
止
・
縮
小
と
な
っ
た
事
業

の
実
績
に
基
づ
き
、
７
６
１
万
円
を
減

額
補
正
。

ま
た
、
財
政
調
整
基
金
の
積
み
立
て

に
１
億
１
７
２
万
円
、
公
共
施
設
等
総

合
管
理
基
金
の
積
み
立
て
に
５
、０
０

０
万
円
、
除
雪
事
業
に
４
、１
５
０
万

円
、
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
更
新
に
２
８

０
万
円
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
対
策
と
し
て
実
施
す
る
国
の
「
子
育

て
世
帯
へ
の
臨
時
特
別
給
付
金
事
業
」

に
４
、２
５
９
万
円
な
ど
、
合
わ
せ
て

２
億
６
、６
２
５
万
円
の
増
額
補
正
。

補
正
後
の
累
計
額
は
63
億
２
、８
０
７

万
円
で
す
。

本年９月以降に生じた町政の動きなど
を説明する渡邉町長

注）ＩＣＴ教育　教育現場で活用される情報通信技術やその取り組み。
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　町では、新型コロナウイルス感染症に係る支援
対策として、以下の10事業を実施しています
（国・県の経済対策を含む）。
◆すくすくみらい応援特別誕生祝金事業
　令和３年４月１日～令和４年３月31日までに
生まれた子ども１人につき10万円を支給。
◆�子育て世帯生活支援特別給付金事業（国の支援
事業）
　住民税非課税世帯の児童１人につき５万円を
支給（児童扶養手当受給世帯は除く）。
◆オール五城目生活応援商品券事業
　商品券１万円分を全町民へ発行。
◆�子育て支援等オール五城目生活応援商品券事業
（県の支援事業）
　商品券１万円分を住民税非課税世帯、児童手
当受給世帯へ発行。
◆離職者応援資格取得助成事業
　新型コロナウイルスの影響による離職者の資
格取得経費を助成（１人につき上限20万円）。
◆新生活応援給付金事業
　平成14年４月２日から平成15年４月１日ま
でに生まれた方１人につき５万円を支給。
◆学校給食費支援事業
　小中学校の令和３年９月分から令和４年３月
分までの給食費を全額支援。
◆高校生等ふるさとからのエール給付金事業
　高校生等１人につき５万円を支給。
◆大学生等ふるさとからのエール給付金事業
　大学生等１人につき10万円を支給。
◆飲食関連事業緊急支援事業
　町内の宿泊業者に50万円、飲食業・酒類小売
業者に30万円をそれぞれ支給。

本年度に実施している
新型コロナウイルス感染症
支援対策事業一覧


